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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するために必要な体制
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ア．取締役は、社会の構成員として求められる倫理観・価値観に基づき誠実に行動し、公
正且つ適切な経営の実現のため、当社の経営理念、行動規範、法令遵守に関する規程等
に従い、企業倫理の遵守及び浸透を率先垂範して行う。
イ．取締役は、取締役会規則等に定められた付議事項や報告事項等に関し、取締役社長及
び他の取締役の職務執行が適正に行われるよう相互に監督をするものとし、その職務執
行状況について、監査等委員会の定める監督基準及び監査計画に基づく監査等委員会の
監査を受ける。
ウ．取締役社長は、経営理念、行動規範、法令遵守に関する規程等に定めるコンプライア
ンスの重要性を繰り返し使用人に伝えるとともに、業務執行を担当する取締役に、使用
人等に対するコンプライアンス教育・啓発活動を行わせ、各種相談窓口等その他実践的
運用の充実を図る。また市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力や団体と一切の関
係を遮断し、毅然とした態度で対応する。

エ．取締役会は、業務執行部門から独立させた監査室による、各部門の業務執行状況の内
部監査を定期的かつ必要に応じ実施させ、その結果について取締役社長を通すなどの方
法により報告させる。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ア．取締役の職務に係る情報は、社内規程に基づき、その重要性に応じて適正かつ確実な
保存及び管理を行う。
イ．取締役は、その職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）その
他の重要な情報を、文書管理規程等に基づき、それぞれの担当職務に従い適切に保存・
管理し、閲覧可能な状態を維持する。
ⅰ） 株主総会議事録と関連資料
ⅱ） 取締役会議事録と関連資料
ⅲ） 経営会議議事録と関連資料
ⅳ） その他取締役の職務の執行に関する重要な文書等
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア．取締役会は、事業に関連する内外のさまざまなリスクに関する規程を定め、リスク管
理体制の実践的運用を実施する。
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イ．取締役会は、リスク種別毎の責任部署を定め、全体のリスクを総括的に管理し、リス
ク管理体制を明確にする。
ウ．取締役会は、監査室により各部門毎のリスク管理状況の監査を定期的かつ必要に応じ
実施させ、その結果について取締役社長を通すなどの方法により報告させる。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．取締役会は、合理的な職務分掌、チェック機能を備えた権限規程等に基づき、取締役
社長及び取締役（監査等委員である取締役を除く。）の業務執行を行わせる。また、そ
れらの規程は法令の改廃・職務執行の効率化の必要がある場合は見直す。

イ．取締役会は合理的な経営方針を策定し、全社的な重要事項について検討する経営会議
等の有効活用や各部門間の連携確保のための制度の整備・運用、また取締役に対する必
要かつ効果的な研修の実施等を行う。

⑤ 当社及びそのグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ア．子会社の主体的な経営意思を尊重しつつ、関係会社管理規程に基づき重要事項等につ
いての報告を受けることや子会社へ取締役を派遣することにより、子会社の取締役の職
務執行を監督する。
イ．連結経営に対応したグループ全体の監視・監査を実効的かつ適正に行えるよう、監査
等委員会と監査等委員である取締役、子会社の監査役及び会計監査人との緊密な連携等
の充実を図る。

⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人（以下、「補助使用人」といいます。）を
置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　当社は、補助使用人を置くこととし、補助使用人の任命、異動等人事に係る事項の決定
には監査等委員会の事前の同意を得る。

⑦ 補助使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性と指示の実効性
の確保に関する体制
　監査等委員会より監査業務に必要な命令を受けた補助使用人は、その命令に関して、取
締役（監査等委員である取締役を除く。）等の指揮命令を受けない。

⑧ 当社及びグループ会社の取締役並びに使用人が、当社の監査等委員会に報告をするため
の体制と報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
ア．当社は、コンプライアンス違反行為等の早期発見と是正を図るため、企業倫理ヘルプ
ライン窓口を整備し、運用する。
イ．当社は、監査等委員会、監査等委員である取締役または企業倫理ヘルプライン窓口に
報告した者に対して、当該報告をしたことを理由に、不利益な取り扱いを行わないこと
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を徹底する。
⑨ 監査等委員会の職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当
該職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
ア．当社は、監査等委員会の職務執行上必要な費用を確保するため、毎年度ごとに一定額
の予算を設ける。
イ．当社は、監査等委員会が職務執行について生じる費用の前払いまたは償還等の請求を
したときは、当該監査等委員会の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、速や
かに当該費用または債務を処理する。

⑩ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア．取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等委員会に対して、
法令に違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したときには
当該事実に関する事項を速やかに報告する。

イ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等委員会から業務執
行に関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報告を行う。

ウ．監査等委員会は、監査室の実施する内部監査に係る年次計画について事前に説明を受
け、その修正を求めることができるものとし、内部監査の結果について適宜報告を受
け、必要があると認められるときは、追加監査の実施、業務改善策の策定を求めること
ができる。

(2) 業務の適正を確保するために必要な体制の整備運用状況
① 財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制
　財務報告に係る内部統制に対応するため、業務プロセスにおける適正性を確保した体制
を整備し、運用しております。
② その他業務の適正を確保するために必要な体制
　経営及び業務執行の健全かつ適切な運営の強化のため、「大井電気行動規範」を策定す
るとともに、教育・研修を定期的に実施することで、コンプライアンス意識の周知徹底を
図っております。併せて、コンプライアンス違反行為等の早期発見と是正を図るため企業
倫理ヘルプライン窓口を整備し、運用しております。
　リスク管理につきましては、効果的・効率的に進めるためリスク種別毎の責任部署によ
る対応を基本とする体制をとっておりますが、その対応状況については、経営会議・取締
役会等でフォローを行っております。
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(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針
① 当社は、中長期的な企業価値の向上を基本目標としつつ、利益配分については、当期の
業績及び今後の業績動向、将来への成長投資、財務体質の強化を総合的に勘案し、中長期
的な株主利益の向上を図ることを基本方針といたします。

② 内部留保資金につきましては、将来の事業展開や今後の急速な技術革新に備え、新製
品・新技術の研究開発投資並びに設備投資等に充当することにより、業績の向上に努め、
体質の強化を図ってまいります。
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株式会社の支配に関する基本方針
(1) 基本方針の内容の概要

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由
な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの
企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否
定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは
株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。
　ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保
ち続けることができない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の
利益を損なう虞のあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないも
の、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されない
ものもありえます。
　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務とし
て、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉な
どを行う必要があると考えています。

(2) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ
とを防止するための取組み
　当社は、2022年６月29日開催の第98期定時株主総会において、株主の皆様に承認い
ただき「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下、「本プラ
ン」といいます。）を継続しております。
　本プランは、以下のとおり、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者（以下、
「買付者等」）が遵守すべきルールを策定するとともに、一定の場合には当社が対抗措置
をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可能性があること
を明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の
利益に資さない買付者等に対して、警告を行うものです。
　また、本プランでは、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除
し、取締役会の判断及び対応の客観性、合理性を確保するための機関として独立委員会を
設置し、発動の是非について当社取締役会への勧告を行う仕組みとしています。
　本プランで定める買付ルール（以下、「本ルール」といいます。）は以下のとおりであ
ります。

① 当社取締役会は、買付者等に対して、大規模買付け等の実行に先立ち、当該買付者等が
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大規模買付け等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書
面の提出を求めます。

② 当社取締役会は、買付者等に対して、大規模買付け等に対する株主及び投資家の皆様の
ご判断並びに当社取締役会の評価・検討等のために必要かつ十分な情報の提供を求めま
す。

③ 当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合に
は、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間を設定
し、速やかに開示いたします。

④ 独立委員会は、取締役会評価期間内に、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形
成及び代替案立案と並行して、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告
を行うものとします。

⑤ 当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、当該勧告を踏まえて当
社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から、速やかに新株予約権発行等
の対抗措置の発動または不発動の決議を行うものとします。

(3) 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
　当社取締役会は、本ルールの設計にあたり、以下の原則を充足することを確認すること
により、本ルールが前記基本方針に従い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確
保・向上させる目的に資するものであるとともに、当社役員の地位の維持を目的とするも
のではないものと考えております。

① 企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則
　本プランは、当社株式等に対する大規模買付け等がなされる際に、当該大規模買付け等
に応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示する
ために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可
能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的
をもって導入されるものです。

② 事前開示・株主意思の原則
　本プランは、2022年６月29日開催の第98期定時株主総会において株主の承認を得た
うえで継続しております。今後の当社株主総会において本プランの変更または廃止の決議
がなされた場合には、本プランも当該決議に従い変更または廃止されることになります。
従いまして、本プランの導入及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組み
となっています。
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③ 必要性・相当性確保の原則
ア．独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示の徹底

　当社は、本プランに基づく大規模買付け等への対抗措置の発動等に関する取締役会の
恣意的判断を排し、取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を確保することを目的
として独立委員会を設置し、当社取締役会は、対抗措置の発動また不発動の決議に際し
て独立委員会の勧告を最大限尊重いたします。
　また、当社は、独立委員会の判断の概要について株主及び投資家の皆様に情報開示を
行うこととし、当社の企業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が
行われる仕組みを確保しています。

イ．合理的な客観的発動要件の設定
　本プランは、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設
定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保してい
ます。

ウ．デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと
　本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつ
でも廃止することができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド
型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買
収防衛策）ではありません。
　また、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は１年であり、期差
任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成
員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収
防衛策）でもありません。

（注）本事業報告中に記載の金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,708,389 1,401,317 2,294,557 △525,563 5,878,699
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － －
親会社株主に帰属する当期純損失 △811,863 △811,863
自 己 株 式 の 取 得 △117 △117
自 己 株 式 の 処 分 △643 3,776 3,132
自己株式処分差損の振替 643 △643 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － △812,506 3,658 △808,848
当 期 末 残 高 2,708,389 1,401,317 1,482,050 △521,905 5,069,851

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計
当 期 首 残 高 150,020 2,694 152,714 1,373,785 7,405,199
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △4,212 △4,212
親会社株主に帰属する当期純損失 △811,863
自 己 株 式 の 取 得 △117
自 己 株 式 処 分 3,132
自己株式処分差損の振替 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 15,225 △140,627 △125,402 117,915 △7,487

当 期 変 動 額 合 計 15,225 △140,627 △125,402 113,703 △820,547
当 期 末 残 高 165,245 △137,933 27,311 1,487,488 6,584,651

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（単位：千円）
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連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況
①連結子会社の数…………………４社
②連結子会社の名称

日本フィールド・エンジニアリング㈱
日本テクニカル・サービス㈱
オオイテクノ㈱
㈱エヌ・エフ・サービス

(2) 非連結子会社の状況
①非連結子会社の名称……………㈱クリエイト・オオイ
②連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさない
ため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社の状況

①会社等の名称……………………㈱クリエイト・オオイ
②持分法を適用しない理由

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持
分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし
ても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。
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３．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの ………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………主として、移動平均法による原価法を採用しておりま
す。

② 棚卸資産
商品及び製品、原材料…………主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
仕掛品、貯蔵品……………主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産
（リース資産を除く）…………定率法を採用しております。ただし、1998年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２～50年
工具器具及び備品 ２～20年

② 無形固定資産
（リース資産を除く）…………定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアは社内における見込利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。

③ リース資産……………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。
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(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金…………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金…………従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結
会計年度に負担すべき額を計上しております。

③ 役員賞与引当金……役員の賞与支出に備えるため、会社が算定した当連結会計年度
に負担すべき支給見込額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金 ……役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。

⑤ 工事損失引当金……受注工事の損失発生に備えるため、当連結会計年度末手持ち受
注工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的に見
積もることのできる工事について、損失見積額を計上しており
ます。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの移
転との交換で、権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する

　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義
務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以
下のとおりであります。
　当社グループは、情報通信機器製造販売事業とネットワーク工事保守事業を行ってお
ります。主に完成した製品及び工事契約を顧客に供給することを履行義務としており、
原則として製品及び工事契約を引き渡した時点において支配が顧客へ移転して履行義務
が充足されると判断し、当時点において収益を認識しております。
　製品の国内の販売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの
期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。その他、据付工
事が付帯した製品の販売については、据付工事の顧客検収時点において顧客が当該製品
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に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、当該顧客検収
時点で収益を認識しております。また、工事及び保守の工事契約については、一定の期
間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益
を認識しております。ただし、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りが出来な
い工事については、合理的に見積もることが出来る時まで、原価回収基準により収益を
認識しております。
　これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件に基づき概
ね１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（12年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（５～12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

ハ．未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の
上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計
上しております。

二．小規模企業等における簡便法の採用
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付
に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用して
おります。
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②　グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い
　当社及び一部の国内連結子会社は、当連結会計年度から、グループ通算制度を適用
しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関す
る取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方
法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っており
ます。なお、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用
に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

会計方針の変更に関する注記
時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月
17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、
時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適
用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これによる連
結計算書類に与える影響はありません。
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有形固定資産（情報通信機器製造販売事業） 1,819,322千円
無形固定資産（情報通信機器製造販売事業） 613,696千円
減損損失 －千円

会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積の内容に関する情報
　当社グループは、減損の兆候がある資産又は資産グループから得られる割引前将来キャ
ッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合に、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価
額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失とし
て認識します。
　資産又は資産グループから得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会によ
って承認された事業計画と、事業計画が策定されている期間を超えている期間についての
市場の長期平均成長率の範囲内で見積った成長率に基づいて行っております。将来キャッ
シュ・フローの見積りにおける重要な仮定は、事業計画の基礎となる市場成長率、主要製
品の販売数量及び価格並びに原価率、ネットワーク関係の設計・施工・保守の価格及び原
価率、固定資産の使用後の処分価値であります。
　処分予定資産（廃棄・売却等により処分を予定している資産）及び遊休資産について
は、個別資産ごとにグルーピングを行い、資産又は資産グループごとに減損の兆候判定を
行っております。処分予定資産及び遊休資産は、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。
　当連結会計年度末において、情報通信機器製造販売事業の有形固定資産1,819,322千円
及び無形固定資産611,680千円に係る資産グループについて営業キャッシュ・フローが
連続してマイナスになったこと等により、減損の兆候があると判断しましたが、減損損失
の認識の判定において、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの
総額がその帳簿価額を上回っていたことから、減損損失は計上しておりません。
　なお、減損の兆候把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に検討しております
が、事業計画や市場環境の変化により、その見積額の前提とした条件や仮定に変更が生じ
減少した場合、翌連結会計年度に減損処理が必要となる資産又は資産グループが生じる可
能性があります。
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商品及び製品 1,261,879千円
仕掛品 4,778,000千円
原材料及び貯蔵品 1,971,738千円

２．棚卸資産の評価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（注）１．当社の保有する棚卸資産7,616,471千円が含まれており、連結総資産の35.2％を占めておりま
す。

２．棚卸資産評価損558,114千円は、収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、売上原価に含め
ております。なお、当社の棚卸資産評価損は558,058千円となっております。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積の内容に関する情報
　棚卸資産は主として原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により評価してお
り、正味売却価額が帳簿価額よりも低下している時には、帳簿価額を正味売却価額まで切
下げております。また、入庫から一定期間を経過した棚卸資産については、期間の経過に
応じて規則的に簿価を切下げております。さらに、想定した営業循環から外れて過剰に保
有する棚卸資産についても、処分見込価額まで規則的に簿価を切下げております。
　当社は、棚卸資産の滞留の実績や需要予測の変化に応じて、滞留在庫や営業循環過程か
ら外れた過剰在庫の識別を総合的に勘案して判断しております。
　顧客のニーズに合わせた製品製作をするためには、一定程度の棚卸資産を常に保有して
おり、その中には入庫後保有期間が長期にわたり滞留する棚卸資産が存在します。そのよ
うな棚卸資産については品質管理上の懸念が発生する可能性が高くなるため、入庫からの
期間で逓減的に価値が下落していくと見なし、段階的に評価損率を乗じて帳簿価額を切下
げる方法を採用しております。
　また、過去の販売実績及び主要顧客の需要予測を基にした予定販売数量が、市場の変化
等により、当初の予定販売数量を満たせず過剰となる棚卸資産も存在します。その場合、
過剰在庫の数量に応じて段階的に評価損率を乗じて帳簿価額を切下げる方法を採用してお
ります。
　なお、市場環境が悪化して正味売却価額が著しく下落した場合、保有期間が長期にわた
る棚卸資産の今後の使用状況や廃棄処分の状況に変化が生じた場合、営業循環から外れた
過剰在庫の処分見込みや使用見込みに変化が生じた場合には、追加の棚卸資産評価損が計
上される可能性があります。
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建 物 及 び 構 築 物 906,195千円
土 地 893,134千円
投 資 有 価 証 券 45,305千円
計 1,844,635千円

短 期 借 入 金 4,480,000千円
１年内返済予定の長期借入金 54,756千円
長 期 借 入 金 503,110千円
計 5,037,866千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 6,945,693千円

３．保証債務 3,476千円

連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　担保付債務は、次のとおりであります。

　従業員の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。
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当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度増加
株式数

当連結会計年度減少
株式数

当連結会計年度末
株式数

発 行 済 株 式

普 通 株 式 1,470,000株 －株 －株 1,470,000株

合　計 1,470,000株 －株 －株 1,470,000株

自 己 株 式
普  通  株  式

（注）1、２ 169,803株 136株 1,220株 168,719株

合　計 169,803株 136株 1,220株 168,719株

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加136株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
２．普通株式の自己株式の株式数の減少1,220株は、株式報酬制度に伴う譲り渡しによる減少でありま

す。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。

３．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

　該当事項はありません。
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの
　該当事項はありません。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

投資有価証券（＊2） 476,054千円 476,054千円 －千円

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融商品に限定し、また、
資金調達については主に銀行借入による方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形、売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されており
ますが、当該リスクについては、内規に従い取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うこ
とにより、リスク軽減を図っております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク
に晒されておりますが、時価や発行体の財務状況等を定期的に把握し、取引先企業との関
係を勘案のうえ、保有状況を継続的に見直すこととしております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払金は、そのほとんどが６か月
以内の支払期日であります。また、その一部には、原材料等の輸入に伴う外貨建のものが
あり、為替の変動リスクに晒されておりますが、定期的に為替相場を把握し、為替変動リ
スクを管理しております。
　短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達を目的としております。金利変動リスクに
晒されておりますが、短期決済であるため金利変動リスクは限定的であります。また、金
融機関ごとの金利変動を管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。

（＊1）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「電子記
録債務」、「短期借入金」、「未払金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する
ものであることから、記載を省略しております。

（＊2）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計
上額は以下のとおりであります。
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区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 188,200千円

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 476,054千円 －千円 －千円 476,054千円

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ
ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。
時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル１の時価に分類しております。

賃貸等不動産に関する注記
　重要性が乏しいため記載を省略しております。
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報告セグメント
合計情報通信機器

製造販売
ネットワーク

工事保守

一時点で移転される財 11,381,057千円 10,320,140千円 21,701,197千円

一定の期間にわたり移転される財 －千円 1,225,525千円 1,225,525千円

顧客との契約から生じる収益 11,381,057千円 11,545,666千円 22,926,723千円

外部顧客への売上高 11,381,057千円 11,545,666千円 22,926,723千円

当連結会計年度期首 当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権 6,302,576千円 6,350,701千円

契約資産 129,066千円 229,737千円

契約負債 19,254千円 53,780千円

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社グループの主要な事業における主な履行義務の内容と、当履行義務を充足する通常の時
点についての情報は、連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記に記載し
ております。

３．当連結会計年度末及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産の残高等

　顧客との契約から生じた債権及び契約資産の残高は、以下のとおりです。

　連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は「受取手形」、「売掛金」、
「電子記録債権」に含まれており、契約負債は流動負債の「その他」に含まれております。

(2) 残存履行義務に配分した取引額
　当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実
務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客と
の契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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１．１株当たり純資産額 3,917円04銭

２．１株当たり当期純損失 624円04銭

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

その他の注記
　該当事項はありません。

（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで）

株　　　主　　　資　　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計資本

準備金
その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益

剰余金
利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金
当 期 首 残 高 2,708,389 1,442,759 － 1,442,759 － △86,094 △86,094 △525,563 3,539,490

当 期 変 動 額
剰余金の配当 － － －

当 期 純 損 失 △860,844 △860,844 △860,844

自己株式の取得
自己株式の処分 △643 △643 3,776 3,776

自己株式処分差損の振替 643 643 △643 △643 －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）
当期変動額合計 － － － － － △861,487 △861,487 3,658 △857,829

当 期 末 残 高 2,708,389 1,442,759 － 1,442,759 － △947,582 △947,582 △521,905 2,681,660

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
当 期 首 残 高 102,377 102,377 3,641,867

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 －

当 期 純 損 失 △860,844

自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 3,776

自己株式処分差損の振替 －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 2,181 2,181 △855,647

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（単位：千円）
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当 期 変 動 額 合 計 2,181 2,181 △855,647

当 期 末 残 高 104,559 104,559 2,786,220
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
①子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
②その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの ……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等………移動平均法による原価法
(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

①製品、半製品、材料…………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）

②仕掛品、貯蔵品………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）
ただし貯蔵品のうち事務用品・工場消耗品類は最終仕入
原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）…………定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設
備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については、定額法によっておりま
す。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２～50年
工具器具備品 ２～20年

(2) 無形固定資産
（リース資産を除く）…………定額法

なお、自社利用のソフトウェアは社内における見込利用
可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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(3) リース資産……………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金……………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

(2) 賞与引当金……………………従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額を計上して
おります。

(3) 役員賞与引当金………………役員の賞与支給に備えるため、支給見込額を計上してお
ります。

(4) 退職給付引当金………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）によ
る定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生
時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（12年）による定額法により按分した額を、
それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま
す。

(5) 工事損失引当金………………受注工事の損失発生に備えるため、当期末手持ち受注工
事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的に
見積もることのできる工事について、損失見積額を計上
しております。
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４．収益及び費用の計上基準
　当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの移転との交換
で、権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び
当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであり
ます。
　当社は、情報通信機器製造販売事業を行っております。主に完成した製品を顧客に供給す
ることを履行義務としており、原則として製品を引き渡した時点において支配が顧客へ移転
して履行義務が充足されると判断し、当時点において収益を認識しております。
　製品の国内の販売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間
が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。その他、据付工事が付帯
した製品の販売については、据付工事の顧客検収時点において顧客が当該製品に対する支配
を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、当該顧客検収時点で収益を認識
しております。
　これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件に基づき概ね１
年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理…………退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去

勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類
におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
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会計方針の変更に関する注記
時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月
17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価
算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指
針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これによる計算書
類に与える影響はありません。
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有形固定資産 1,819,322千円
無形固定資産 611,680千円
減損損失 －千円

会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の減損

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、減損の兆候がある資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・
フローの総額が帳簿価額を下回る場合に、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使
用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失として認識し
ます。
　資産又は資産グループから得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会によ
って承認された事業計画と、事業計画が策定されている期間を超えている期間についての
市場の長期平均成長率の範囲内で見積った成長率に基づいて行っております。将来キャッ
シュ・フローの見積りにおける重要な仮定は、事業計画の基礎となる市場成長率、主要製
品の販売数量及び価格並びに原価率、固定資産の使用後の処分価値であります。
　処分予定資産（廃棄・売却等により処分を予定している資産）及び遊休資産について
は、個別資産ごとにグルーピングを行い、資産又は資産グループごとに減損の兆候判定を
行っております。処分予定資産及び遊休資産は、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。
　当事業年度末において、有形固定資産1,819,322千円及び無形固定資産611,680千円
に係る資産グループについて営業キャッシュ・フローが連続してマイナスになったこと等
により、減損の兆候があると判断しましたが、減損損失の認識の判定において、当該資産
グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がその帳簿価額を上回ってい
たことから、減損損失は計上しておりません。
　なお、減損の兆候把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に検討しております
が、事業計画や市場環境の変化により、その見積額の前提とした条件や仮定に変更が生じ
減少した場合、翌事業年度に減損処理が必要となる資産又は資産グループが生じる可能性
があります。
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製品 34,859千円
半製品 1,145,279千円
材料 1,918,883千円
仕掛品 4,502,629千円
貯蔵品 14,819千円

２．棚卸資産の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（注）　当事業年度における棚卸資産評価損558,058千円は、収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であ
り、売上原価に含めております。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　棚卸資産は主として原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により評価してお
り、正味売却価額が帳簿価額よりも低下している時には、帳簿価額を正味売却価額まで切
下げております。また、入庫から一定期間を経過した棚卸資産については、期間の経過に
応じて規則的に簿価を切下げております。さらに、想定した営業循環から外れて過剰に保
有する棚卸資産についても、処分見込価額まで規則的に簿価を切下げております。
　当社は、棚卸資産の滞留の実績や需要予測の変化に応じて、滞留在庫や営業循環過程か
ら外れた過剰在庫の識別を総合的に勘案して判断しております。
　顧客のニーズに合わせた製品製作をするためには、一定程度の棚卸資産を常に保有して
おり、その中には入庫後保有期間が長期にわたり滞留する棚卸資産が存在します。そのよ
うな棚卸資産については品質管理上の懸念が発生する可能性が高くなるため、入庫からの
期間で逓減的に価値が下落していくと見なし、段階的に評価損率を乗じて帳簿価額を切下
げる方法を採用しております。
　また、過去の販売実績及び主要顧客の需要予測を基にした予定販売数量が、市場の変化
等により、当初の予定販売数量を満たせず過剰となる棚卸資産も存在します。その場合、
過剰在庫の数量に応じて段階的に評価損率を乗じて帳簿価額を切下げる方法を採用してお
ります。
　なお、市場環境が悪化して正味売却価額が著しく下落した場合、保有期間が長期にわた
る棚卸資産の今後の使用状況や廃棄処分の状況に変化が生じた場合、営業循環から外れた
過剰在庫の処分見込みや使用見込みに変化が生じた場合には、追加の棚卸資産評価損が計
上される可能性があります。
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建 物 833,823千円
土 地 256,890千円
計 1,090,713千円

短 期 借 入 金 4,400,000千円
一年内の返済予定の長期借入金 54,756千円
長 期 借 入 金 503,110千円
計 4,957,866千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 5,544,385千円

３．保証債務 3,476千円

短期金銭債権 58,128千円
短期金銭債務 621,798千円

売上高 155,832千円
仕入高 661,272千円
営業取引以外の取引高 677,824千円

貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　担保付債務は次のとおりであります。

　従業員の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
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当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

自 己 株 式

普  通  株  式
（注）１、２ 169,803株 136株 1,220株 168,719株

合　計 169,803株 136株 1,220株 168,719株

（単位：千円）
繰延税金資産

賞与引当金 51,981
棚卸資産 412,109
退職給付引当金 849,351
工事損失引当金 51,680
資産除去債務 26,134
税務上の繰越欠損金 1,102,265
その他 90,456

繰延税金資産小計 2,583,979
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,102,265
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,481,714
評価性引当額 △2,583,979
繰延税金資産合計 －
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △43,277
繰延税金負債の純額 △43,277

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加136株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
２．普通株式の自己株式の株式数の減少1,220株は、株式報酬制度に伴う譲り渡しによる減少でありま

す。

税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等の名
称又は氏名 所在地

資本金又は
出　資　金
（千円）

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

主要株主 三菱電機㈱ 東京都
千代田区 175,820,770

重 電 シ ス テ
ム、産業メカ
トロニクス、
情報通信シス
テム、電子デ
バイス、家庭
電器等の製品
の 開 発 、 製
造、販売、サ
ービス

（被所有）
直接

19.1％

当社製品の
販売及び同
社製品等の
一部につき
購入

情報通信機
器の販売 1,354,803

売掛金 358,697

電子記
録債権 191,204

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地

資本金又は
出　資　金
（千円）

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社
日本フィー
ルド・エン
ジニアリン
グ㈱

東京都
品川区 75,000

電 子 通 信 施
設、給電施設
の工事、通信
線路工事及び
保守受託業務

53.2％
当社製品の
据付及び保
守

資金の借入 500,000 短期借
入金 500,000

借入利息 1,292 未払利
息 1,292

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
　当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算
制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年
８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の
会計処理並びに開示を行っております。なお、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実
務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしておりま
す。

関連当事者との取引に関する注記
関連当事者との取引

(1) 親会社及び法人主要株主（会社等の場合に限る。）等

（注）　取引条件及び取引条件の決定方針等
当社製品の販売については、市場価格を参考に決定しております。

(2) 関連会社等

（注）　取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の借入については、市場金利を勘案した利率を合理的に決定しております。
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１．１株当たり純資産額 2,141円14銭

２．１株当たり当期純損失 661円69銭

収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　収益認識に
関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

その他の注記
該当事項はありません。

（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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